
Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstrtute

コ ン ク リート工 学年 次論 文綴告集　9−21987

［2077］　靱性 に 依存す る 鉄筋 コ ン ク リー ト造建築物の 耐震設計法

正会員O 青山　博之 （東京大学工学部）

正会員　小谷　俊介 （東京大学工学部）

　　　　久保　哲夫 （名古屋工粟大学工学部）

正会員　壁谷沢 寿海 （横浜国立大学工学部）

1．は じめ に

　土木学会で は 1986年に隈界状態設計法に よ る標準示方書 【1］が 刊行された が 、建築の 分野では

建築基準法施行令の改正 （い わゆる新耐震設計法） 匸2】に も拘らず、その 設計法は 基本的には許

容応力度法を踏襲 してお り、世界の趨勢で ある終局強度設計法ある い は限界設計法に遅れ を取 っ

て い る ． そ こで 、日本建築学会で は 1981年以来終局強度型の 耐震設計法 を開発す る作業を進めて

い る 。

　本論文は、建築構造物を対象と した終局強度型の耐震設計法を開発す る 目的で 、1983−1985年

皮の 科学研究費補助金 （総合研究 A 、研究代表者 ： 青山博之）を受けて 行 っ た 「靭性に 依存する

鉄筋 コ ン ク リー ト造建築物の 耐震設計に関する研究 」 剛 の 成果 （耐震設計指針案）か ら、耐震

設計の 考え方に っ い て まとめた もので あ り、使用 して い る数値は 暫定的な もの である。

2 。 概要

　本耐震設計指針案は、  総則 、  材科お よび材料強度、  構造計画 、  設計方法、  強度 と靭

性、  曲げ と軸方向力に 対す る設計、  せ ん断 とね じ りに対する設計、  柱一梁接合部の 設計、

  耐震壁の 設計、  床ス ラブ と小梁の 設計、  基礎 と杭の 設計、  配筋詳細 、  定着と継手、の

13章か ら成 り、各章は本文お よび解説か ら成 っ て い る 。

　本設計法の 特色は 、高さ45日以下の 純フ レーム構造 あるい は耐震壁 を合むフ レ ーム構造の建物

を対象に し、構造物が想定 した全体崩壊機構によ り必要な保有耐力を満たすよ うに塑性変形を許

容する部位 （塑性 ヒ ン ジ）の 強度と靭性を確保し、設定 した 降伏モー ド以外の 破壌を起 こ さない

ような蔀材強度 を確保する こ とに ある．即ち 、構造物が 、原則と して 、靱性の ある梁降伏先行型

の 全体崩壊機構 に よ り必要な保有耐力を確保する こ ととし、想定した 塑性 ヒ ン ジ位置に おける降

伏酎力は合理 的な配筋 を目的 とした弾性応力の 再配 分 に よ り定め、保有強度 を用い で設計す るの

に対 して 、全体崩壊機構で 塑性ヒ ン ジ以外の 部位で は 、  材料強度の ばらっ き 、   動的効果、 

大変形に伴 う塑性 ヒ ン ジ の 耐力上昇 、 などを勘案 した最大の応力に対 して破壊が生 じな い よ うに

理想強度を用い て設計を行な う。 鉄筋 コ ン ク リー ト部材の設計で は、塑性解析理論に基づ く終局

せ ん断設計法、建築学会の 鉄筋 コ ン ク リー ト設計規準 ［4］に は規定さ れ て い な い 柱 ・ 梁接合部設

計法、鞁性 を確保す るため の 配筋詳細、等を提案して い る．

　本設計法で は次の 3種の 終局強度 を使用す る ；

　理 想強度 ： 設計図書に指定され た断面寸法、配筋、材料の 設計強度か ら計算 され る部材の 下限

値に相当する終局強度。

　保有強度 ： 設計図書に 指定され た断面寸法、配筋、平均的な材料強度 （コ ン ク リー トは設計強

度、鉄筋は設計強度の 1．1倍の値）か ら計算され る部材の平均的な終局強度 。

　超過強度 ： 材料の 上限強度 （コ ン ク リー トは設計強度、鉄筋は設計強度の 1．25倍の 値）、鉄筋
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の歪効果、施工時に加えられる鉄筋 、梁の 曲げ強度に寄与する ス ラブの 協力幅の拡大 、 等 、 部材

の強度が理想強度か ら上昇するす べ ての 要因を考慮 した 、部材の 上限 とな る終局強度．

　本論文で は、酎震設計の 考え方で ある 3 章 と4 章 を中心 に 説明 し、部材耐力の算定の部分は こ

こ で は省略す る．

3 。 耐震設計の 目揉

　耐震設計の 目標は、

　1）建築構造物の 耐用年限中に数 回経験するこ とが予想され る中地震動に対 して 、建築物の機

能を保持 し、小規模の補修をすれば 再使用が可 能で ある程度の損傷に被害を限定し、鉄筋の 降伏

を伴 う塑性変形 を起こ させ ない 、

　2）建築構造物の 酎用年限中に 1回経験する可 能性の ある大地震動に対 して 、その 構造物内の

入命 を保護 をし、構造物 を倒壊 させ な い

もの とす る 。 具体的には 、大地震動に際 して 、 構造物は梁降伏先行型の 全体崩壊機構に より、

　a ）梁部材の 塑性率は 4．0程度、 1階の 柱柱脚の 塑性率は2。0程度、その 他の 降伏が 許容され る

柱端の塑性率は4．0程度以下にお さま る こ と、

　 b）層間変形角 は1／100程度以下にお さ まる こ と、

を目標とす る。こ の うち、部材塑性率の 制限 は部材の 靱性の 限界 を超えた過度の 変形 に よる耐力

低下 に対するもので あ り、層間変形の 制限は 、2 次構造部材ある い は非構造部材の 損傷防止 と、

応力解析で 無視する 2 次的効果 （例 えば 、 P − △ 効果）に対す るもの で あ る ．

　実際の 設計で は 、大地震動に対する設計で線形応力解析か ら得 られる応力 を再配分する割合を

制限す ることに より、中地震動に対する設計条件が 自動的に満足されるもの と考 え、中地震動に

対する設計は行な わ な い ．

4 。 構造計画

　 構造物は終局時の 崩壊形が明快な もの とし、 平面計画で はで き るだけ対称か っ 整形な平面 を有

し、高さ方向の 剛性分布が 急変 しな い ように構造計画する。

4．1 純フ レ ー一ム構造の 崩壊形

　 純フ レ ーム 構造は 、原則 として 、2 階以上の すべ て の 梁端お よび 1階の 柱脚の 曲げ降伏に よる

梁降伏型全体崩壊形 とな る よ うに構造計画す る 。 骨・組 として 梁降伏型全体崩 壊機構が 耐震性に優

れて い る とされ る理由は

　 1）粱には軸力が な く、靱性が比較的大 きい 、

　 2）梁の 曲げ降伏に よる履歴 エ ネル ギー−ln費は大 きく安定 して い る 、

　 3）骨組に広 く分布する粱の 端部が すべ て同時に 曲げ降伏する こ とが 可能で あり、骨組全体と

して 大 きな靱性 と履歴 エ ネル ギー消質が 期待で きる、

　 4）梁端に 曲げ降伏が生 じて も骨組全体の倒壊に はっ なが らな い こ と、

　 5）梁端の 曲げ降伏に伴う損傷を補修す ることは比較的容易で あ り、 補修により元通りの 力学

的挙動 を期待で きる、

な どが あげ られ る 。 逆に、軸力が 大 きい 柱では変形能に限度が あり、柱の 破壊は構造物金体の 崩

壊に っ な が る危険性が 高い 。さ ら に 、あ る層の 柱の 上下 に 曲げ降伏が 生 じる溜降伏型の 部分崩壌

機構で は、地震時の 大 きな変形が そ の 層のみ に集 中するので 、柱に 要求 され る塑性変形が極めて

大 きくな り、耐震的に 好 まし くな い ．

　 しか しなが ら 、 1階の 柱脚で は、  不同沈下防止対策か ら基礎梁の せ い が大 き く、柱に比 べ
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て耐力も大 きい 、  地盤破壊に対する構造物全体の 安定性 か ら、基礎梁に 降伏が生 じるこ とは

好 ましくない、な どの理由か ら曲げ降伏を許容せ ざるを得ない ．

　最上階で は 、  柱の 軸力が 小 さ く、比較的変形能 を確保す る こ とが 容易で ある、  仮に 最上

層の柱が破壊 して も建物金体の崩壇には っ なが らない 、  地震時水平力に対 して 耐力に余裕が

ある、な どの理 由か ら柱に降伏が 生 じて もよ い 。

　 骨組の外柱で は 、水平力の 転倒モ ーメ ン トに より引張 り軸力が 生 じて 降伏 しや す くな るが 、 1

っ の 層の大多数の柱の 上下に曲げ降伏が 生 じなけれ ば層降伏崩壊機構に はならな い 。 そこ で 、軸

力が小 さ くな る外柱で は 、  その 柱が負担す る層せ ん断力が 全体に比べ て小 さ く （例 えば 、20

％以下）、しか も、  特別な横補強筋に より靱性を確保で きる場合に は、降伏が生 じで もよ い．

4．2 連層耐震壁 を含む フ レ ーム 構造の 崩壊形

　耐震壁を含む フ レーム 構造は 、 2 階以上の 梁端部 と 1階の 柱脚 と壁脚で 曲げ降伏に よる全体崩

壊機構とな るように構遣計画 す る。 1階の耐震壁の壁脚では曲げ降伏の代 りに浮き上が り回転降

伏 として もよい が 、その場合には基礎梁の損傷に対 して地震後の被害調査方法、地震後の 安定性

を留意す る 。 杭地業の基礎で は杭の 引抜 き耐力を正確に評佰する の が難し く、耐震壁の 浮き上が

り回転降伏を期待するの は望 ましくない 。

　 建物金体の変形が耐震壁 に より規制 される場合 は、フ レーム部分の崩壊機構は梁降伏先行型で

ある必要はな く、柱の降伏 に対する制約を緩和で きる。 そこ で 、酎震壁部分の水平力負担率が 30

％ を超える場合は、柱の 設計用動的割増係数をフ レーム構造に 比ぺ て 低減して よい 。

　 フ レーム 部分に はある程度の保有水平耐力 （例 えば、当該 フ レ
ー

ム が支持す る鉛直荷重に対す

る必要保有耐力の 30％ 以上 ）を確保 し、床 ス ラブ の 剛性不足か ら フ レーム の 水平力負担が 増大 し

て も、フ レーム部分に損傷が 生 じな い ようにす る 。 耐震壁は 曲げ降伏が 確保 されて も、その性状

お よび形状か ら降伏変形角な らび に限 界変形角は梁や柱に比ぺ て小 さ く、フ レ ーム 部分に余力が

ある こ とが 望 ましい 。

4．3 剛性に関する制限

　倡錘 の劃限 ；整形な構造物で あ っ て も、不測の偏心距 離 として構造物の 長 さの ユ0％の値を用

い 、建築基準法 ・同施行令に定め る偲心率が 15！100を超 えな い ように構造計画する 。

　置闥変濫 角の 劃 限 ；建物の 変形制限に は 、   中小地震動に よる損傷、  大地震動の 損傷の 補

修、  外装材等の 剥蒋、  非構造部材の 損傷 、  P − △ 効果の影響、  隣接構造物 との衝突、

  居住者の 振動恕限度、な どの 項 目を考慮 し、地震時に は弾性解析の 数倍の 変形が 生 じる こ と

を考え、必要保有水平耐力に相当する外力に対す る弾性解析の 層間変形角を1！400以下 とする 。

　劃麹 亂限 ； 羶築基準法令で定め る剛性率 を各階で O．6以上 とし、 階の剛性 とその階 より上

層の建物重量の 比 （剛重比）の上下階の 比率を1．2以下、0．8以上 とする 。 剛性率の制限は特に他

の 階に比 べ て剛性が 小 さ くなるの を回避す るもの で 、剛重比の制限は剛性分布の 不連続性 を制限

する ．

　基礎嬉造 ： 基礎構造の損傷は調査お よび 補修が 極めて困難で あ り、また 、地盤の破壞などに対

して構造物の安定性を確保する観点か ら、基礎構造の降伏を認め な い 。

　二次撞造W W ：腰壁 、垂れ壁は原則として設けな い ． 崩壌機構が 明快な場合に は、

剛性率 ・ 偏心率の制限 を満足すれば 、 構造部材 と一体 とす る こ とが で きる 。 構造部材か ら切 り離

す場合は 、層間変形角 1！100程度の 変形まで 主体構造 と接触 しな い ように する 。 非構造部材は主

体構造か ら有効に 分離 し、構造物の 終局変形まで 追随で きる取 り付け詳細にす る．
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5 。酎震設計の 方法

　構造物が想定 した全体崩壞機構に より必要な保有耐力を満たす ように塑性変形 を許容す る部位

（塑性 ヒ ン ジ ）の強度 と靭性 を確保するため の 1 次設計 と、設定 した降伏 モ ー ド以外の 破壊を起

こ さない ような十分に余裕の ある部材強度を確保するため の 2 次設計の 2 段階に分けて行 う。

　設盆囲団疲 彑： 構造物が梁降伏先行型全体崩壊機構 を形成す るとき、 1階の必要保有水平耐力

は層せ ん駈力係数 C 且の値で 下式を上回 るよ うに設計す る ；

　　 　 C1 ＝ Z ・ Rt ・ Ds ・ Co

こ こ に、Z ： 地震地域係数、　 Rt ： 振動特性係数、　 Ds ： 構造特性係数、　 Co ： 標reせ ん断力係数

（≧1．0）、等は建築基準法 ・同施行令に定め るもの で ある。

　保有水平酎力の 検討に用 い る全体崩壞機構は基本的に 1 自由度で あ り、地震時に は基本モー ド

が 卓越する と考え る 。 基本モ ー ド形 と して全体崩壌機構を構成す る時の変形分布 を近似 した もの

が 望ましく、略算的に逆三角形分布を用 い て もよい 。水平震度分布を基本モ ー ド形とすれば、 1

階に おける必要保有水平耐力に従 い他の 階の 必要保有水平酎力 も規定 される． 高次モ ー ドに っ い

て は塑性ヒ ン ジ以外の 部位の 設計で別途配慮する。

　盤 舳 遜 数 ：本設計法で は明快な全体崩壊機構を確実に 実現 し、塑性変形 が生 じる部分 の 配

筋詳細 も厳 しく規定 し、構造物 として 大 きな靭性が期待で きる。そこ で 、純ラーメ ン 構造の構造

特性係数は建築基準法施行令に 定め る鉄筋 コ ン ク リー ト構造の 最小値よ り小 さ く、例えば 、0，25

とする。耐震壁で は降伏変形 と限 界変形が 小さ く、塑性エ ネル ギー消費も壁脚に限 られ るの で 、

耐震壁を合む構造で は、例えば、0．30とする 。

　⊥次設瓧 ： 錯直荷重 と設計用地震力に対する練形解析か ち得 られ る応力を再配分 し、想定する

全体崩壊機構で塑性変形をする部位 （塑性 ヒ ン ジ）の 設計用応力 を算定する 。 部材の 弾性剛性は

ひ び 割れ等 に よる剛性低下 を考慮する。必要保有水平耐力 ぎ りぎ りの 耐力分布を実現 し、配筋の

合理化を目標とする応力再配分は 、同一層で 釣合 を満た すよ うに 行い 、中地震動に よ る損傷を制

限するた め に、梁で は最大 モ ーメ ン トの 30％以内、柱あるい は 耐震壁で はせ ん断力の 15％以内と

する【51． 塑性 ヒン ジは 1次設計用応力に対 して保有強度を用 い て設計する 。

　 2 齟 ： 想定 した全体崩壊機構の塑性 ヒ ン ジに超過強度が 生 じる ときの 応力を基本 とし、動

的効果に よ る変動を考慮した動的増幅係数に よ り割増しして 、塑性変形 をしな い 部位お よび 許容

しない 破壊モ ー ドに対す る設計用応力 を定め る。 柱で は地震力が同時に水平 2方向に作用す るこ

とを考慮 した安全係数に よ り応力を別途割増 しす る ． 2 次設計用の応力に対 して理想強度 を用 い

て 設計する。

　全隹崩醯 攤撞の lif21　： 全体崩壊機構が 形成された ときに構造物各部の 応力 は、塑性 ヒ ン ジに超

過強度が生 じた と仮定 し、塑性解析に より算定する 。 梁塑性 ヒ ン ジの 曲げ超過強度は

　 1）鉄筋の 実強度が設計基準強度よ り高い こ と、

　 2）大変形に 伴 う歪硬化に よ り鉄筋の 応力度が 降伏強度より上昇す る こ と、

　 3）梁の 曲げ強度に寄与す るス ラブの協力幅が変形 と共に拡大するこ と、

　 4）曲げ耐力算定式の信頼性 、

　 5）保有水平耐力の 解析の 信頼性、

　 6）計算外の鉄筋が 施工時に付加 され る こ と、

な どの 理 由で理 想強度よ りも大幅に大 きくな る こ とを考慮する 。

　動盥 豐藍係数 3 地震時に は弾性振動 と同様に高次モ ー ド振動が励起 され、各部材に生 じる応力
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は基本モ ー ドに よ る全体崩壌機構を形成す る時の もの か ら変動す るの で 、動的割増 し係数を用 い

る。非線形地震癒答で は 、基本モ ー ドか ら高次モ ー ドが 変動する分の時刻歴が 入 力レ ベ ル と定量

的な関係が ある 匚61こ とに着 目し、超過強度に より基準 モ ードの 保有水平耐力が増加す る こ とを

考慮 し、入力最大加速度 0．3g に対す る純 フ レ・一一ム構造 と耐震壁 を含むフ レー・一ム構造の層せん断

力の 動的割増係数 の 値を求め た （図 1 、 2 ） ．
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図 1 ：純 フ レーム構造の 動的割増係数 図 2 ；耐震壁 ・フ レ ーム 構造の動的割増係数

　柱の せ ん断力は 全体の 層せ ん 断力の 変動に 比 べ て 変動率が やや大 き ぐ、柱の 曲げ モ
ーメ ン トは

反曲点が上下 に移動する こ とに よる変動が 加わるので 、部材力の 上限値を定め るの が 困難にな り、

柱に 全 く降伏 を許容 しな い 立場に 立っ と曲げモ ーメ ン トの 動的増幅係数をかな り大き ぐす る必要

が ある 。 しか し、柱の降伏は高次モ ー ド振動に よ り柱頭あるい は柱脚に 1 時的に生 じるもので あ

り、本設計法 に従 う配筋 をすればある程度の 靭性が 期待で きる 。 そ こ で 、柱の せ ん断力 と モ ーメ

ン トの 動的割増係数 は層せ ん断力の値をそ の ま ま用い る。

　耐震壁を合む フ レ ーム 構造では 、ある程度以上の壁率が あれば 、外力分布の 変勤に よる層せ ん

断力の変動分 は耐震壁に 負担され る。そ こ で 、耐震壁が 負担す るせ ん断力の 動的割増係数 ω ”s は

酎震壁を含む フ レーム構造の 層せ ん断力の動的割増係数 ω WF と耐震壁の水平耐 力負担割合 βUか
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ら、

　　　 ω ”s ＝ 1．〇＋ （cv　wr　一一　1．0）／ βu

とした 。 但 し、βuの値を0．3以上 として よい 。フ レーム部分層せ ん断力の 動的割増係数 CilCWFは

純フ レ ーム構造の 動的割増係数 ω OF と耐震壁の 水平耐力負担割合 βuに よ り、

　　　ω c 騨F ＝ ω OF − （ω OF −一一LO ）　（βu− 0．3）／ 0．4

とす るが 、ω OF ≧ ω c賻F ≧ 1．0で よ い 。

　−a．2ilfi1：tr！Eiua 　　； 柱の 設計で は 2 方向の 地震力が 同時に作用 し、それ に伴い 柱の耐力が 低

下す るの で、動的割増係数に
一律に 0．2を加える。

　髄 触力変動 ；梁の 超過強度に基づ くせ ん断力の 和 とする と応答解析 と比較 して過大評価と

な るが 、設計で は安全側に な るの で特に低減 しな い ．

　2．次設訌盟応力 12 次設計用に用 い る設計応力は以下の もの とする ；

　 1）梁の設計用せ ん断力 ： 梁の 両端 （柱の フ ェ
ース位置）に 曲げ超過強度が生 じた ときの せ ん

断力に長期鉛直荷重によ る値の和 とする ．

　2）柱の 設計用曲げ モ ーメ ン ト、せ ん断力 、軸力 ： 超過強度が 生 じて全 体崩壌機構を形成する

時の 応力を、動的効果、 2 方向効果 を考慮 して 割増 しした値 とする 。 柱の 軸力は 、梁の 理想強度

ある い は超過強度に より算定 され る最 も不利な もの を用 い る。

　 3）柱 一梁接合部の 設計用せ ん断力 ：梁に 曲げ超過強度が 生 じるときの せ ん断力を、 2 方向地

震力の 効果を考慮して割 り増 した値 を用い る 。

　4）酎震壁 の 設計用曲げモ ーメ ン ト、せ ん断力 ：超過強度が生 じて全 体崩壊機構を形成する時

の 応力を動的効果を考慮して 割 り増 した値とする。

6 。結論

　構造物が想定した全体崩壞機構に よ り必要な保有耐力 を満たす ように 塑性変形 を許容す る部位

（塑性 ヒン ジ）の強度 と靭性を確保し、設定した降伏モ ー ド以外の 破壊を起こ さな い よ うな部材

強度を確保す る設計方法 を開発 し、その 考 え方を述 べ た 。
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